
　

６
月
28
日（
火
）、
い
こ
い
の
村
国
東

グ
ラ
ウ
ン
ド
で
警
察
・
消
防
の
合
同
訓

練
を
行
い
ま
し
た
。こ
の
訓
練
は
、東
南

海
・
南
海
地
震
の
発
生
を
想
定
し
、
警

察
と
消
防
の

連
携
強
化
や

救
助
技
術
の

向
上
を
目
的

に
毎
年
行
わ

れ
て
い
ま
す
。

　

訓
練
で
は
、

警
察
官
と
消

防
の
救
助
隊

員
が
協
力
し

て
、
土
砂
に

埋
も
れ
た
車

や
家
屋
の
中
か
ら
チ
ェ
ー
ン
ソ
ー
や
エ

ア
ジ
ャ
ッ
キ
を
使
っ
て
被
災
者
を
救
出

し
ま
し
た
。

国
東
警
察
署
と

市
消
防
署
が
合
同
訓
練

　

６
月
５
日
（
日
）「
国
東
半
島
内
陸
部

を
震
源
と
す
る
地
震
が
発
生
し
、
土
砂

崩
れ
や
家
屋
の
倒
壊
で
死
傷
者
が
発
生

し
た
」と
い
う
想
定
で
、国
東
市
民
病
院

市
民
病
院
で
も
災
害
訓
練

　

７
月
４
日（
月
）、
国
東
市
と
国
土
交

通
省
九
州
地
方
整
備
局
で
は
、
大
規
模

な
災
害
時
に
、
被
害
の
拡
大
や
２
次
災

害
の
発
生
を
防
ぐ
た
め
、
市
か
ら
の
要

請
で
資
機
材
や
人
材
な
ど
の
支
援
を
行

う
協
定
を
結
び
ま
し
た
。こ
れ
に
よ
り
、

市
内
で
災
害
が
発
生
ま
た
は
発
生
す
る

お
そ
れ
が
あ
る
場
合
、
こ
れ
ま
で
は
県

を
通
じ
て
行
っ
て
き
た
国
へ
の
支
援
要

請
が
、
市
か
ら
直
接
行
え
る
よ
う
に
な

り
ま
す
。

　

ま
た
、７
月
７
日（
木
）、Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人

九
州
救
助
犬
協
会
と
は
、
九
州
の
市
町

「
大
規
模
な
災
害
時
の

応
援
に
関
す
る
協
定
」と

「
災
害
救
助
犬
の
出
動
に

関
す
る
協
定
」を
締
結

事業主、税理士の皆さんへ　地方税の電子申告ｅＬＴＡＸ（エルタックス）を開始します　
　平成23年10月17日から地方税の総合窓口エルタックスを導入します。これにより従来は窓口で行っていた地方税の申告や申請が
自宅やオフィス、あるいは税理士事務所のパソコンからインターネットを利用し手続きを行うことができます。

村
で
初
め
て
、
災
害
時
に
救
助
犬
の
出

動
や
捜
索
活
動
を
円
滑
に
行
う
た
め
の

協
定
を
結
び
ま
し
た
。災
害
現
場
で
は

大
型
重
機
に
よ
る
救
出
活
動
に
も
限
界

が
予
想
さ
れ
、
手
作
業
に
よ
る
救
出
活

動
に
加
え
、
救
助
犬
の
力
を
借
り
る
こ

と
で
、被
災
者
の
早
期
発
見
、早
期
救
出

に
つ
な
が
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

（
左
か
ら
）
救
助
犬
指
導
手
の
光
橋
繁

光
さ
ん
（
中
津
市
）
、
ア
ポ
ロ
号
、
東

勝
己
事
務
局
長
、
小
田
和
穂
理
事
、
三

河
市
長
、
川
野
副
市
長
、
坂
本
隆
之
さ

ん
（
国
東
町
北
江
）
、
チ
ェ
イ
サ
ー
号

災
害
に
備
え
て

災
害
に
備
え
て

で
災
害
訓
練

が
行
わ
れ
ま

し
た
。

　

負
傷
者
役

で
参
加
し
た

ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
の
皆
さ
ん

の
迫
真
の
演

技
や
、
職
員

や
消
防
隊
員

の
き
び
き
び

と
し
た
動
き
か
ら
、
緊
迫
感
が
伝
わ
っ

て
く
る
訓
練
で
し
た
。

●ｅＬＴＡＸとは
　地方税の手続きをインターネットを利用
して電子的に行うシステムのことです。

●ｅＬＴＡＸをご利用できる方
　給与支払報告書や法人市民税、償却資産
の申告等を提出する事業主または税理士

●利用できる税目は
・個人住民税（給与支払報告書等）
・法人市民税（予定・中間・確定申告等）
・固定資産税（償却資産申告）

●ｅＬＴＡＸ利用開始について
　利用届出　９月20日（火）～
　申告受付　10月17日（月）～

●利用の届出
　申告をするには、まず利用の届出が必要
です。（社）地方税電子化協議会のホーム
ページにアクセスしてください。

●ｅＬＴＡＸの利用手順
　電子申告システムを利用できるパソコン
の準備や、電子証明書の取得などの手続き
が必要です。

問い合わせ
【ｅＬＴＡＸについて】
　税務課市民税管理班
　☎0978-72-1111
　　（内線133、178）
【利用手順や手続き等について】
　（社）地方税電子化協議会
　☎0570-081459
　https://www.eltax.jp/


